
平 成 1 3 年度

環境にやさしい企業行動調査結果

【 概　要　版 】

平 成 1 4 年 ７ 月

環 　 境 　 省



1

平成１３年度「環境にやさしい企業行動調査」結果の概要

１ ． 調 査 の 目 的

　本調査は、わが国の企業において環境に配慮した行動が定着し、環境保全に向けた取組が効

果的に進められるよう、その実態を的確かつ継続的に把握し、これを評価し、その成果を普及

させていくことを目的とする。

２ ． 調 査 対 象 ・ 調 査 方 法

　東京、大阪、名古屋の各証券取引所の１部、２部上場企業2,644社及び従業員数500人以上の

非上場企業等3,716社、合計6,360社を対象とし、平成13年 12月に郵送によるアンケート調査を

実施した。

　　有効回収数：上 場 企 業：1,291社｛有効回収率：48.8％、（12年度45.8％）｝

非上場企業等：1,607社｛有効回収率：43.2％、（12年度39.7％）｝

合　　　　計：2,898社｛有効回収率：45.6％、（12年度42.1％）｝

　なお､上場企業における平成3年度からの有効回収数､有効回収率の推移は図1のとおり｡

３ ． 調 査 項 目

　（１）環境に関する考え方及び環境マネジメントへの取組状況（経営方針、目標、具体的行

動計画、環境マネジメントシステム等）

　（２）環境に関する情報の公開、環境報告書の作成・公表の状況

　（３）環境会計への取組状況

　（４）環境パフォーマンスの把握状況

　（５）エコビジネスの動向

　（６）地球温暖化防止対策に関する取組・意識等

　（７）環境保全推進に向けて環境行政に望む支援策

図 １ ： 有 効 回 収 数 と 回 収 率 の 推 移 （上 場 企 業 ）
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４ ． 調 査 結 果 の 概 要

（ １ ） 環 境 に 関 す る 考 え 方 及 び 環 境 マ ネ ジ メ ン ト へ の 取 組 状 況

① 環 境 に 関 す る 考 え 方

　環境への取組と企業活動のあ

り方については、「ビジネスチ

ャンスである」及び「社会貢献

の一つである」と回答する企業

の割合が年々減少し、「業績を

左右する重要な要素」及び「最

も重要な戦略の一つ」との回答

が増加しており、平成 13年度で

はこれら環境対応を積極的に考

える企業の割合が53.5％になっ

ている（図2）。

　また、環境マネジメントに関する上場企業の取組状況は、

　○環境に関する経営方針　 　　　　「制定している」：71.4％（12年度：67.0％）

  ○具体的な目標 　　　            「設定している」：68.3％（12年度：60.5％）

  ○具体的行動計画　　　　　　　　 「作成している」：79.5％（12年度：60.6％）

などとなっており、12年度の調

査結果と比較すると、いずれも

大きく増加している（図3）。

従業員500人以上の非上場企業等の取り組み状況は、

　

　○環境に関する経営方針　　　　　「制定している」：55.7％（12年度：46.5％）

　○具体的な目標　　　　　　　　　「設定している」：51.8％（12年度：41.9％）

　○具体的行動計画　　　　　　　　「作成している」：72.6％（12年度：43.1％）

などとなっており、いずれの取組も12年度調査に比べて大きく増加している。その割合は上場

企業に比べて低いものの、従業員数500人以上の非上場企業においても環境マネジメントへの取

組が着実に広がってきている。

図２：環 境 へ の 取 組 と 企 業 活 動 の あ り 方
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図 ８ ： 従 業 員 に 対 す る 環 境 教 育 の 状 況
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②I S O 1 4 0 0 1 の 認 証 取 得 状 況

　環境マネジメントシステムの国際規格であ

るISO（国際標準化機構）14001については、

既に認証を取得した（一部事業所での取得を

含む）と回答した企業の割合は、上場企業で

59.2％、非上場企業で40.8％となっている。

これは12年度調査に比べてそれぞれ、9.3ポイ

ント、10.3ポイントと大幅な増加となってい

る（図4）。

　特に、「全社（全事業所）で既に認証を取

得した」と回答した企業は、上場企業で27.2％、

非上場企業で23.5％となり、12年度に比べて

7.5ポイント、5.7ポイントとそれぞれ増加し

ている。

③ 子 会 社 や 取 引 先 と の 関 係 、 グ リ ー ン 購 入 の 状 況

　子会社に対して自社の環境方針と合致するような環境配慮の取組に関する指導、または養成

を「行っている」及び「主要な子会社のみ行っている」企業は、合計で36.6％、「検討中」の

企業は13.6％で、全体では過半数を超えており、上場企業では約7割となっている（図5）。

　また、概ね半数の企業が、取引先の選定に当たり環境に配慮した事業活動を行っているか否

かを考慮しており、2割が考慮する予定とし

ているが、ISO14001の認証取得や環境報告

書の作成等の具体的な基準を設けている企

業は少数に止まっている（図6）。

　グリーン購入については、「ガイドライ

ン等を作成している」企業が 13.4％、「ガ

イドライン等はないが、考慮している」企

業が36.7％、「今後、考慮する予定」の企

業が26.1％で、「考慮していない」企業は2

割弱となっている（図7）。

④ 従 業 員 に 対 す る 環 境 教 育 の 状 況

　従業員に対する環境教育の状況について

は、「定期的に実施している」企業が35.6％、

「定期的ではないが実施している」企業が

33.7％となっている。一方、「行っていない」

企業は21.9％であった（図8）。

図７：グリーン購入の取組状況
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図 ４ ： I S O 1 4 0 0 1 認 証 取 得 企 業 の 割 合 の 推 移
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図 ６ ： 取 引 先 の 環 境 配 慮 状 況 の 考 慮 の 状 況
（ 複 数 回 答 ）
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（ ２ ） 環 境 に 関 す る 情 報 の 公 開 、 環 境 報 告 書 の 作 成 ・ 公 表 の 状 況

① 環 境 情 報 の 公 開 状 況

　環境に関する情報を「一般に公開してい

る」企業は31.3％、「一部に公開している」

企業は15.4％と、その割合は年々増加して

おり、12年度調査に比べて、それぞれ3.2

ポイント、4.1ポイント増加している（図9）。

② 公 開 し て い る 環 境 情 報 の 内 容

　情報を公開している企業（一部に公開している企業も含む）が公開している情報は、「環境

に関する経営方針」が87.0％と最も多く、次いで「環境に関する取組の状況」が58.6％、「環

境に関する目標」が56.8％、「廃棄物発生量」が50.2％などとなっている（図10）。

③ 環 境 報 告 書 の 作 成 ・ 公 表 の 状 況

　環境報告書を「作成している」企業数は年々

大きく増加しており（図11）、本年度調査では、

「作成している」企業が20.0％、「作成予定」

の企業が12.0％となっており（図12）、このこ

とから平成 14年度の環境報告書の作成企業は

約900社に達すると推定される。作成している

企業の割合が高い業種は、電気・ガス等供給業

が76.0％と特に高く、次いで製造業28.9％、小

売業・飲食店16.2％などであった（図13）。

　また、海外で事業展開をしている企業におい

て、海外での環境配慮の取組を環境報告書で公

表しているかどうか質問したところ、「環境報

告書で公表」との回答は11.6％と低く、「公表していない」企業が68.1％であった（図14）。

　環境報告書の公表媒体は「冊子及びホームページ」と回答した企業が64.6％と最も多く、「冊

図９：情報公開の状況
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図１２：環境報告書の作成状況

20.0

12.0

29.9

12.0

9.0

15.6

64.2

74.0

52.1

2.9

4.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(N=2,898)

非上場企業
(N=1,607)

上場企業
(N=1,291)

作成している 作成予定 作成していない その他 回答なし

図１３：業種別の環境報告書を作成している
企 業 の 割 合
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図１５：環境報告書の公表媒体

18.7

32.1

11.9

64.6

44.0

74.9

6.4

5.7

6.7

7.1

11.4

4.9

3.3

6.7

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計
(N=579)

非上場企業
(N=193)

上場企業
(N=386)

冊子等 冊子＋ホームページ ホームページのみ その他 回答なし

子のみ」が18.7％、「ホームページのみ」が6.4％などとなっている（図15）。

　環境報告書を作成している企業で、その第三

者レビュー（情報の正確性の検証だけでなく、

環境報告書あるいは環境への取組に対する、第

三者の意見や感想の表明等も含む）を「受審し

ている」企業は19.5％、「今後、受審を検討し

ている」企業は34.7％あり、全体の5割を越え

る企業が第三者レビューを受審するか、受審を

検討している（図16）。

図 １ ６ ： 環 境 報 告 書 の 第 三 者 ﾚ ﾋ ﾞ ｭ ｰ の 受 審 状 況
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図 １ ９ ： 環 境 会 計 集 計 結 果 の 利 用 方 法
（ 複 数 回 答 ）
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（ ３ ） 環 境 会 計 の 動 向

① 環 境 会 計 へ の 取 組 の 状 況

　環境会計を「既に導入している」企業は16.9％とまだ少ないが、平成12年度より3.7ポイント

増加しており、着実に増加しつつある。（図17）

　環境会計を導入している企業の割合が高い業種は、電気・ガス等供給業が48.0％と特に高く、

次いで製造業26.4％、不動産業13.3％などであった（図18）。

② 環 境 会 計 の 利 用 方 法

　環境会計を導入している企業におけるその社内での利用方法としては、「環境保全対策のコ

ストと効果の費用対効果の分析に利用」との回答が55.6％と最も多く、次いで「自主的な環境

管理における支出額の管理に利用」が45.6％、「環境に関するコスト削減に利用」が40.3％な

どであった（図19）。

図１７：環境会計の導入状況
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図１８：業種別の環境会計を導入している企業の割合
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8.7

8.3

7.4

3.2

1.5 9.2

電気・ガス等供給業(N=25)

製造業(N=1460)

不動産業(N=15)

運輸・通信業(N=173)

建設業(N=206)

小売業・飲食店(N=229)

卸売業(N=148)

サービス業(N=433)

金融・保険業(N=133)

その他(N=76)
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図２０：環境負荷の把握状況

1.3

1.1

22.7

34.0

40.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

回答なし

その他

把握していない

環境負荷データの一部は把握

環境負荷データは全て把握

％平成13年度（N=2,898）

図２２：エコビジネスの位置付け

33.3

25.0

43.6

7.4

6.2

8.9

27.6

30.1

24.6

21.9

27.6

14.7

8.1

8.6

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計
(N=2,898)

非上場企業
(N=1,607)

上場企業
(N=1,291)

既に事業展開している 今後、事業展開の予定 今後、取り組みたい

よくわからない その他 回答なし

（ ４ ） 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス の 把 握

① 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス の 把 握 状 況

　事業活動に伴い日常的にどのよ

うな環境負荷が発生しているか等

の環境パフォーマンスの把握状況

については、「重要な環境負荷デ

ータは全て把握している」企業が

40.9％、「重要なデータの一部は

把握している」企業が 34.0％とな

っていた（図20）。

② 把 握 し て い る 環 境 負 荷 デ ー タ の 種 類

　環境負荷負荷データを把握している企業におけるそのデータの種類は、「廃棄物排出量」が

最も多く89.4％、次いで「エネルギー使用量」84.1％、「紙使用量」75.8％、「燃料使用量」

75.0％、「水資源使用量」70.2％などで、「二酸化炭素排出量」は43.4％であった（図21）。

（ ５ ） エ コ ビ ジ ネ ス の 動 向

　エコビジネスについては、「既に事業展

開やサービス・商品等の提供を行ってい

る」企業が33.3％、「今後、事業展開の予

定」が7.4％、「今後、取り組みたい」が

27.6％となっており、エコビジネスに対す

る関心の高さがうかがえる（図22）。

　しかし、今後のエコビジネスの進展に対

する問題点としては、「消費者やユーザー

の関心がまだ低い」が42.3％、「情報が入

手できない」が31.3％、「それぞれの分野

に つ い て の 市 場 規 模 が 分 か ら な い 」 が

28.8％などの回答が多かった。（図23）。

図２１：把握している環境負荷データの種類

0.6

2.5

32.3

40.0

43.4

45.2

45.3

48.6

54.8

55.3

56.3

70.2

75.0

75.8

84.1

89.4

0 20 40 60 80 100

回答なし

その他

フロン等使用量

包装材使用量

二酸化炭素排出量

化学物質使用量

原材料使用量

大気汚染物質排出量

PRTR法対象物質排出移動量

騒音・振動

水質汚濁物質排出量

水資源使用量

燃料使用量

紙使用量

エネルギー使用量

廃棄物排出量

平成13年度（N=2,170） ％

図２３：エコビジネス進展に向けての問題点
（ 複 数 回 答 ）

9.0

8.6

18.0

25.4

28.8

31.3

42.3

0 20 40 60

回答なし

その他

国等の支援が十分ではない

採算が合わない

市場規模が不明

情報が入手できない

消費者の関心が低い

平成13年度(N=2,898) %
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（ ６ ） 地 球 温 暖 化 対 策 の 位 置 付 け

　地球温暖化対策の位置付けについては、「重大な問題なので、できる限り地球温暖化の防止

に努力するよう定め、実際に地球温暖化防止のための取組を行っている」と回答した企業が

39.0％と最も多く、平成12年度に比較して2.7ポイント増加した。「方針は定めているが具体的

な取組は行っていない」及び「方針は定めておらず、取組も行っていない」との回答の合計は

33.9％で、平成12年度に比較して2.2ポイント減少した。企業における温暖化対策が進展しつつ

あるといえる（図24）。

（ ７ ） 環 境 行 政 に 望 む 支 援 策 等

① 環 境 情 報 等 の 公 開 の 促 進 に つ い て

　環境情報等の公開の促進に必要と考えられる施策としては、「環境報告書ガイドラインの改

善」との回答が最も多く43.2％、次いで「環境パフォーマンスに関するガイドラインの作成」

が40.9％、「シンポジウム等による情報提供」が40.1％などであったが、環境省がまだ実施し

ていない施策の中では「環境報告書の作成･公表を義務付けるような枠組みの整備」の20.1％、

「信頼性確保のための検証・監査等の仕組みの整備」の19.2％などの回答が多かった（図25）。

図 ２ ４ ： 地 球 温 暖 化 対 策 の 位 置 付 け

30.8

36.3

39.0

12.5

10.6

11.7

29.2

25.5

22.2

24.2

23.7

23.6

2.0

2.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年度
(N=2,767)

平成12年度
(N=2,689)

平成13年度
(N=2,898）

実際に取組を行っている 方針は定めているが具体的な取組は行っていない

方針も定めておらず、取組も行っていない 方針は定めていないが、可能な範囲で取組を行っている

その他 回答なし

図 ２ ５ ： 環 境 情 報 等 の 公 開 の 促 進 に 必 要 と 考 え ら れ る 施 策
（ 複 数 回 答 ）

5.1

2.3

8.9

14.0

16.1

17.3

19.0

19.2

20.1

30.3

35.1

40.1

40.9

43.2

0 10 20 30 40 50

回答なし

その他

環境報告書作成事業者に対する融資

優れた報告書の表彰

環境報告書作成事業者のグリーン購入での優遇

環境報告書の認定制度

人材の育成

信頼性確保のための検証･監査等の仕組みの整備

環境報告書の作成･公表を義務付けるような枠組みの整備

情報システムの整備

交流のためのネットワークづくり

シンポジウム等による情報提供

環境パフォーマンスに関するガイドラインの作成

環境報告書ガイドラインの改善

％平成13年度（N=2,898）
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② 環 境 会 計 導 入 推 進 に つ い て

　環境会計導入推進のための支援策については、「企業内部の集計等のためのガイドラインの

作成」との回答が最も多く64.7％、次いで「シンポジウムの開催」が48.4％、「取組企業の事

例紹介」が48.0％などであった（図26）。

③ 企 業 に お け る 環 境 へ の 取 組 の 推 進 に つ い て

　企業における環境への取組の推進していくため、行政に期待する支援策については、「環境

規制のガイドブックや動向の情報提供」との回答が最も多く68.4％、次いで「環境教育の実施」

が49.0％、「他企業や国内外の情報提供」が42.8％などであった（図27）。

図 ２ ６ ： 環 境 会 計 導 入 推 進 の た め の 支 援 策
（ 複 数 回 答 ）

48.0

64.7

48.4

33.3

10.5

3.4

4.2

0 10 20 30 40 50 60 70

回答なし

その他

国際機関等のガイドラインの紹介

効果面も含めたガイドラインの改良

取組企業の事例紹介

シンポジウム等の開催

企業内部の集計等のためのガイドラインの作成

％平成13年度（N=2,898）

図２７：行政に期待する支援の内容
（ 複 数 回 答 ）

9.0

13.0

27.3

42.8

68.4

49.0

28.5

26.2

25.4

23.9

19.3

15.5

15.4

2.3

2.2

15.4

25.8

0 20 40 60 80

回答なし

その他

クリーナーテクノロジーの事例紹介

環境規制の緩和

環境ラベルの普及

環境報告書によるコミュニケーションの促進

優良企業の表彰

エコビジネス成功事例の紹介

ＥＭＳ導入効果の把握結果の提供

企業版エコマーク制度

ＥＭＳ構築に対する財政的援助

グリーン購入の推進

人材の育成

パートナーシップのためのネットワークづくり

他企業等や国内外の情報提供

環境教育の実施

環境規制のガイドブックや動向の情報提供

％
平成13年度(N=2,898）
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